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資産運用会社の社内規程（運用ガイドライン）変更に関するお知らせ 

 

インヴィンシブル投資法人（以下「本投資法人」といいます。）の資産運用会社であるコンソナント・

インベストメント・マネジメント株式会社（以下「本資産運用会社」といいます。）は、平成 22 年 2 月

19 日開催の取締役会において、本投資法人の運用資産にかかる運用及び管理の方針を定める社内規程

である運用ガイドラインの一部変更を決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 運用ガイドライン変更の概要 

本資産運用会社は、平成22年 2月 1日に成立した本投資法人とエルシーピー投資法人との合併により、

合併後の投資法人が有することとなったポートフォリオの質及びバランスに配慮した新たな投資方針を

設定することを企図しておりましたが、本日、運用ガイドラインを、以下のとおり、住居を中心とする

総合型の J-REIT としての投資方針を基本とした運用ガイドラインに変更することを、本資産運用会社の

取締役会において決議いたしました。 

 

２． 運用ガイドライン変更日 

平成 22 年 2月 19 日 

 

３． 運用ガイドラインの変更内容 

変更内容の詳細は別紙「運用ガイドラインの変更内容（詳細）」をご参照下さい。 

 

４． 今後の方針 

本資産運用会社は、本運用ガイドラインに規定する基本方針及びポートフォリオ構築方針等に則り、

コアアセット（主として住居の用に供される不動産が本体又は裏付けとなっている不動産関連資産）を

中心としつつ、サブアセット（住居以外の用に供される不動産が本体又は裏付けとなっている不動産関

連資産）にも分散投資を行うことにより、ポートフォリオの拡大を図りながらそれぞれの用途特性に基

づくリスクの分散を追及したポートフォリオ（総合型ポートフォリオ）を構築することを目指します。 
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なお、本件に関しましては、金融商品取引法、宅地建物取引業法その他適用される法令・規則等に従い、

必要な届出等の手続を行います。 

以 上 
 

 

＊ 本資料の配布先：兜クラブ、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

＊ 本投資法人のホームページアドレス：http://www.tgr-inv.co.jp/ 
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【別紙】 

運用ガイドラインの変更内容（詳細） 

 

運用ガイドライン 新旧対照表 

（変更箇所は下線の部分） 

現行の運用ガイドライン 変更後の運用ガイドライン 

エルシーピー・リート・アドバイザーズ株式会社 

運用ガイドライン 

 

 

当社は、エルシーピー投資法人（以下「本投資法人」とい

う。）との間で締結された資産運用委託契約に基づき、本投

資法人の規約（以下「規約」という。）に定める基本方針を

踏まえ、当社の社内規程として運用ガイドラインを制定し、

本投資法人の運用資産にかかる運用及び管理の方針を、以

下のとおり定める。なお、運用ガイドラインは、「収益性」

及び「安定性」の追求を考慮し、また、不動産市場のほか、

金融市場、資本市場及び一般的経済情勢の現況及び推移等

を総合的に考慮して定められた社内規程であり、今後これ

らの状況の変化に即して、規約及び本投資法人との資産運

用委託契約の規定を踏まえつつ、当社の判断により機動的

に改定を行うこととする。 

 

 

第 １ 章 資産の運用 

① 基本方針 

 

 中長期的な観点から、運用資産の着実な成長と安定した

収益の確保を目指した資産の運用を基本方針とし、主とし

て、不動産等及び不動産等を主たる投資対象とする資産対

応証券等の特定資産に投資して運用する。 

 

② ポートフォリオ構築方針 

 

 当社は、本投資法人の資産運用において、刻々と変化す

る不動産市場動向、地域経済動向、金融情勢、資本市場動

向及び税制・法規制の変化並びに本投資法人の財務内容、

さらには必要に応じてテナントの信用力及び賃貸借契約の

内容等を十分に考慮し、かつ、各種のリスク軽減を図りな

がら、以下の方針により上記基本方針の実現のために最適

なポートフォリオの構築を目指すものとする。 

コンソナント・インベストメント・マネジメント株式会社

運用ガイドライン 

 

 

当社は、インヴィンシブル投資法人（以下「本投資法人」

という。）との間で締結された資産運用委託契約に基づき、

本投資法人の規約（以下「規約」という。）に定める基本方

針を踏まえ、当社の社内規程として運用ガイドラインを制

定し、本投資法人の運用資産にかかる運用及び管理の方針

を、以下のとおり定める。なお、運用ガイドラインは、「収

益性」及び「安定性」の追求を考慮し、また、不動産市場

のほか、金融市場、資本市場及び一般的経済情勢の現況及

び推移等を総合的に考慮して定められた社内規程であり、

今後これらの状況の変化に即して、規約及び本投資法人と

の資産運用委託契約の規定を踏まえつつ、当社の判断によ

り機動的に改定を行うこととする。 

 

 

第 １ 章 資産の運用 

① 基本方針 

 

 不動産等及び不動産対応証券（以下「不動産関連資産」

と総称する。）を主たる投資対象として、中長期的な観点か

ら、本投資法人に属する資産の着実な成長と安定した収益

の確保を目指して運用を行う。 

 

② ポートフォリオ構築方針 

 

 当社は、本投資法人の資産運用において、刻々と変化す

る不動産市場動向、地域経済動向、金融情勢、資本市場動

向及び税制・法規制の変化並びに本投資法人の財務内容、

さらには必要に応じてテナントの信用力及び賃貸借契約の

内容等を十分に考慮し、かつ、各種のリスク軽減を図りな

がら、以下の方針により上記基本方針の実現のために最適

なポートフォリオの構築を目指すものとする。 
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（イ）投資対象の選定方針 

 

 主としてオフィスビル又は住居の用に供される不

動産が本体又は裏付けとなっている不動産関連資産

に対して投資する。また、オフィスビル又は住居以外

の用に供される不動産が本体又は裏付けとなってい

る不動産関連資産に対しても分散投資を行うものと

する。オフィスビル又は住居以外の用に供される不動

産とは、商業施設、ホテル、高齢者向けの居住施設又

は宿泊施設等その他の用に供されるものをいう（規約

第 27 条第２項）。なお、運用ガイドラインにおいて、

住居の用に供される不動産を「住居用不動産」といい、

高齢者向け居住施設又は宿泊施設等のうち、有料老人

ホーム及びシニア住宅のいずれかに該当する施設を

併せて「シニア物件」といい、また、オフィスビル又

は住居以外の用に供される不動産を「その他の用途物

件」と総称する。 

 本投資法人は、上記のとおりオフィスビル及び住居

用不動産を中心としつつ、その他の用途物件にも分散

投資を行うことにより、ポートフォリオの拡大を図り

ながらそれぞれの用途特性に基づくリスクの分散を

追求したポートフォリオ（総合型ポートフォリオ）を

構築することを目指すものとする（用途別投資比率に

ついては、後記「（ロ）用途別分散投資 D.用途別投

資比率」に規定する。）。 

 後記「（ロ）用途別分散投資」に規定するとおり、

オフィスビルについては、流動性が高くポートフォリ

オの拡大や機動的なポートフォリオの入替えに資す

るものと考えられ、また、その賃貸需要は経済動向の

影響を受けやすいものの、テナントの分散やテナント

の信用力の精査、長期契約や賃料固定型マスターリー

ス契約などの賃貸借契約その他を通じて収益が変動

するリスクを軽減し、中長期に安定した収益を得るこ

とができると考える。また、住居用不動産については、

賃貸需要及び賃貸相場が比較的安定しており、テナン

トの小口化に基づくテナントの信用リスクの分散を

図ることができることから、中長期的に安定した運用

を見込めるものと考える。 

 

 上記投資対象を図で表したものは以下のとおりで

ある。 

 

（イ）投資対象の選定方針 

 

 主として住居の用に供される不動産が本体又は裏

付けとなっている不動産関連資産（以下「コアアセッ

ト」という。）に対して投資する。また、住居以外の

用に供される不動産が本体又は裏付けとなっている

不動産関連資産（以下「サブアセット」という。）に

対しても分散投資を行うものとする。サブアセットと

は、コアアセットである住居を補完するものとして、

オフィスビル、商業施設、ホテル、シニア物件、時間

貸し駐車場その他の用に供される不動産が本体又は

裏付けとなっている不動産関連資産をいう。なお、こ

の運用ガイドラインにおいて、住居の用に供される不

動産を「住居」といい、高齢者向け居住施設又は宿泊

施設等のうち、有料老人ホーム及びシニア住宅のいず

れかに該当する施設を併せて「シニア物件」という。

 本投資法人は、上記のとおりコアアセットを中心と

しつつ、サブアセットにも分散投資を行うことによ

り、ポートフォリオの拡大を図りながらそれぞれの用

途特性に基づくリスクの分散を追求したポートフォ

リオ（総合型ポートフォリオ）を構築することを目指

すものとする（用途別投資比率については、後記「（ロ）

用途別分散投資 C.用途別投資比率」に規定する。）。

 後記「（ロ）用途別分散投資」に規定するとおり、

住居は、賃貸需要及び賃貸相場が比較的安定してお

り、テナントの小口化に基づくテナントの信用リスク

の分散を図ることができることから、中長期的に安定

した運用を見込めるものと考える。 

 

 上記投資対象を図で表したものは以下のとおりで

ある。 
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（注）上図において「コンパクト」とは１戸当たりの賃

貸可能面積が 35 ㎡未満の住戸をいい、「スペーシャス」

とは１戸当たりの賃貸可能面積が 35 ㎡以上の住戸をい

う。 

 

 また、本投資法人は、協力会社及び全国各地域にお

いて不動産の開発、販売又は仲介の実績を有し、安定

的な取引基盤を有するパイプラインサポート会社各

社との協働を通じ、幅広い地域に対して分散投資する

ことにより地域的なリスク分散による安定的な資産

運用を目指すものとする（地域的投資比率について

は、「（ハ）地域的分散投資」に規定する。）。 

 用途別分散投資及び地域的分散投資によるリスク

分散を通じて、中長期的な観点から着実な運用資産の

成長と安定した収益の確保を目指すという本投資法

人の資産運用の基本方針の実現を図るものとする。 

 

（ロ）用途別分散投資 

 

A. オフィスビル 

 

（ⅰ）オフィスビルの特徴 

 

 オフィスビルは他の用途の不動産と比べ流通市

場の規模が大きく、流動性が高いという特徴を持つ

ため、ポートフォリオの拡大や機動的なポートフォ

リオの入替えに資するものと考えられる。一方、賃

貸需要が経済動向の影響を受けやすく、賃料や空室

率の変化に伴い収益が変動する可能性がある。しか

し、テナントの分散や、テナントの信用力等を勘案

し、また、長期契約や賃料固定型マスターリースな

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、本投資法人は、協力会社及び全国各地域にお

いて不動産の開発、販売又は仲介の実績を有し、安定

的な取引基盤を有するパイプラインサポート会社各

社との協働を通じ、幅広い地域に対して分散投資する

ことにより地域的なリスク分散による安定的な資産

運用を目指すものとする（地域的投資比率について

は、後記「（ハ）地域的分散投資」に規定する。）。 

 用途別分散投資及び地域的分散投資によるリスク

分散を通じて、中長期的な観点から着実な運用資産の

成長と安定した収益の確保を目指すという本投資法

人の資産運用の基本方針の実現を図るものとする。 

 

 

（ロ）用途別分散投資 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住居用不動産 

（R） 

コンパクト 

スペーシャス 

（注） 

 

 
オフィスビル 

（O） 

 

 
その他の用途

物件（T） 

商業施設 

ホテル 

シニア物件等

＜投資対象物件の概念図＞ 

 
コアアセット 

 

住居（R） 

 

 

サブアセット 

（その他の用途物

件（T）） 

オフィスビル 

商業施設 

ホテル 

シニア物件 

時間貸し駐車場等

＜投資対象物件の概念図＞ 
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どの賃貸借契約その他を通じて収益が変動するリ

スクを緩和し、安定的な収益を確保することができ

ると考える。また、個別不動産当たりの資産の対価

は住居に比べ比較的大きいことから、投資額当たり

の取得コスト及び管理コストの合理化による削減

を通じ、投資効率を上げていくことも期待できると

考える。 

 

 

（ⅱ）投資方針 

 

 投資対象地域を、主に三大都市圏の中心部及びそ

れに準じる地域のビジネスエリアで利便性の良い

立地とする。かかる投資対象地域の物件のうち、収

益性、建物規模、建築及び建物スペック、耐震性、

入居テナント属性、環境等を総合的に判断し、十分

な賃貸需要が見込めると判断されるものを投資対

象とする。 

 

B. 住居用不動産 

 

（ⅰ）住居用不動産の特徴 

 

 住居用不動産は、各テナントとの賃貸借契約期間

が２年程度と比較的短期間ではあるものの、個人の

テナントが占める割合が高く、また、その潜在的な

テナント数が多いことから、他の用途の不動産に比

べ、経済情勢の変動の影響を受けにくく、賃貸需要

及び賃料相場が比較的安定しており、中長期的に安

定した運用に適しているものと考える。 

 また、住居用不動産はテナントが小規模かつ多数

となることから、１テナントの信用事由が本投資法

人の資産運用全体に及ぼす影響が小さくなるとい

う点においてテナントの信用リスクの分散が図ら

れる。 

 

（ⅱ）住居タイプ分類 

 

 住居用不動産に対する投資において、種々のタイ

プの住居用不動産に分散して投資することによっ

て、幅広いテナント・ニーズに対応するとともに、

テナント属性の分散化を図るものとする。かかる観

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. コアアセット（住居） 

 

（ⅰ）住居の特徴 

 

 住居は、各テナントとの賃貸借契約期間が２年程

度と比較的短期間ではあるものの、個人のテナント

が占める割合が高く、また、その潜在的なテナント

数が多いことから、他の用途の不動産に比べ、賃貸

需要及び賃料相場が比較的安定しており、中長期的

に安定した運用に適しているものと考える。 

 また、住居はテナントが小規模かつ多数となるこ

とから、１テナントの信用事由が本投資法人の資産

運用全体に及ぼす影響が小さくなるという点にお

いてテナントの信用リスクの分散が図られる。 

 

 

 

（ⅱ）住居タイプ分類 

 

 住居に対する投資において、種々のタイプの住居

に分散して投資することによって、幅広いテナン

ト・ニーズに対応するとともに、テナント属性の分

散化を図るものとする。かかる観点から、住居につ
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点から、住居用不動産については各住戸の床面積に

基づき以下の分類を行うことを通じ、住居タイプの

分類を把握するものとする。 

 

＜住居タイプ分類＞ 

住居タイプ 特徴 

コンパクト 

＜想定される入居者＞ 

 単身居住者 

＜重視される立地環境＞ 

 最寄り駅、商業地及びオフィス街

等への利便性 

＜居室の標準的な間取り＞ 

 １Ｒ、１Ｋ、１ＤＫ、１ＬＤＫ等

の部屋数を有する物件 

＜一戸当たりの賃貸可能面積＞ 

 35 ㎡未満 

＜物件特性＞ 

 人口・世帯数が増加している首都

圏や地方主要都市での需要は高く、

単位面積当たりの賃料は比較的高

くなる傾向にある。 

スペーシャス 

＜想定される入居者＞ 

 家族数２～４名程度の一般的家

族形態 

＜重視される立地環境＞ 

 オフィス街及び最寄り駅への利

便性に加え、良好な周辺住環境 

＜居室の標準的な間取り＞ 

 ２ＤＫ以上の部屋数を有する物

件 

＜一戸当たりの賃貸可能面積＞ 

 35 ㎡以上 

＜物件特性＞ 

 持家志向から賃貸志向へという

居住ニーズの変化や企業社宅に代

替する物件としてのニーズがある

こと等、需要は堅調に推移すると考

えられる。 

 

（新設） 

 

 

いては各住戸の床面積に基づき以下の分類を行う

ことを通じ、住居タイプの分類を把握するものとす

る。 

 

＜住居タイプ分類＞ 

住居タイプ 特徴 

コンパクト 

＜想定される入居者＞ 

 単身居住者 

＜重視される立地環境＞ 

 最寄り駅、商業地及びオフィス街

等への利便性 

＜居室の標準的な間取り＞ 

 １Ｒ、１Ｋ、１ＤＫ、１ＬＤＫ等

の部屋数を有する物件 

＜一戸当たりの賃貸可能面積＞ 

35 ㎡未満 

＜物件特性＞ 

 人口・世帯数が増加している首都

圏や地方主要都市での需要は高く、

単位面積当たりの賃料は比較的高

くなる傾向にある。 

スペーシャス 

＜想定される入居者＞ 

 家族数２～４名程度の一般的家

族形態 

＜重視される立地環境＞ 

 オフィス街及び最寄り駅への利

便性に加え、良好な周辺住環境 

＜居室の標準的な間取り＞ 

 ２ＤＫ以上の部屋数を有する物

件 

＜一戸当たりの賃貸可能面積＞ 

35 ㎡以上 

＜物件特性＞ 

 持家志向から賃貸志向へという

居住ニーズの変化や企業社宅に代

替する物件としてのニーズがある

こと等、需要は堅調に推移すると考

えられる。 

 

（ⅲ）住居賃料帯別分類 

 

 住居は、その潜在的なテナント数が多いことから
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C. その他の用途物件 

 

 その他の用途物件（商業施設、ホテル、シニア物件

等）についても、そのリスク要因その他の特徴を勘案

しつつ投資するものとする。具体的には、投資対象と

する不動産等の以下の用途毎に、それぞれ以下の方針

により投資対象とする（但し、以下は例示であり、こ

れらと異なる用途の不動産等に対して投資を行うこ

ともある。）。 

 

 

 

 

賃貸需要及び賃料相場が比較的安定しているが、所

得に対する家賃負担率を主要因として賃料帯によ

って需要層に違いが見られる。 

一般に、高額賃料帯は医師・弁護士・個人事業主・

会社経営者等を中心需要者としており需要者層は

限定的である。これに対して、給与所得者を中心と

する賃料帯は需要者層に厚みがあり、安定的な需要

が見込まれる。 

 この違いはテナントの求めるニーズ、サービス等

に具体的に現れるとともに、景気動向による需要変

動にも具体的な違いが認められる。そこで、住居に

ついては各物件の平均月額賃料に基づき以下の分

類を行うことを通じ、賃料帯別の動向を把握すると

ともに、後記「(ハ）住居賃料帯別の投資姿勢」に

記載の方針で投資するものとする。 

 

＜住居賃料帯別分類＞ 

 分類  具体的な賃料帯 

 ハイクラス  月額平均賃料 20 万円以上 

 スタンダード  月額平均賃料 20 万円未満 

（注）月額平均賃料とは、総賃料（共益費を含み付帯設

備使用料を除く。住居以外の用途に供される部分が含ま

れる場合はこれを除く。）を総戸数（但し、住居以外の

用途に供される部分を除く。）で除した、１戸あたりの

賃料単価をいう。 

 

B. サブアセット（その他の用途物件） 

 

 コアアセットである住居を補完するものとして、そ

の他の用途物件（オフィスビル、商業施設、ホテル、

シニア物件、時間貸し駐車場等）についても、そのリ

スク要因その他の特徴を勘案しつつ投資するものと

する。具体的には、投資対象とする不動産等の以下の

用途毎に、それぞれ以下の方針により投資対象とする

（但し、以下は例示であり、これらと異なる用途の不

動産等に対して投資を行うこともある。）。 
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅰ）商業施設 

 

 都市近郊の汎用性の高い複合施設や郊外所在の

総合大型スーパー等を投資対象とし、周辺のマーケ

ット動向等も勘案して、立地条件の優れたものとす

る。 

 

（ⅱ）ホテル 

 

 ホテル・マネジメント会社の経験と実績、信用力

等を考慮して投資対象を検討する。 

 

（ⅲ）シニア物件 

 

 高齢者向けの居住施設又は宿泊施設等のうち、シ

ニア物件を投資対象として投資するものとする。 

 なお、シニア物件については以下の特徴を有する

ものと考える。 

 

＜シニア物件の特徴＞ 

シニア物件 

＜想定される入居者＞ 

 60 歳以上の単身者・夫婦 

＜重視される立地環境＞ 

 住宅街に近く、良好な周辺住環境

＜物件特性＞ 

 老齢人口の増加を受けて首都圏や

地方主要都市での需要は増加傾向

にある。 

 

 

 

a. 投資対象とするシニア物件 

 

(ⅰ）オフィスビル 

 

 主に三大都市圏の中心部及びそれに準じる地域

のビジネスエリアで利便性の良い立地条件の優れ

たもののうち、収益性、建物規模、建築及び建物ス

ペック、耐震性、入居テナント属性、環境等を総合

的に判断し、十分な賃貸需要が見込めると判断され

るものを投資対象とする。 

 

（ⅱ）商業施設 

 

 都市近郊の汎用性の高い複合施設や郊外所在の

総合大型スーパー等を投資対象とし、周辺のマーケ

ット動向等も勘案して、立地条件の優れたものとす

る。 

 

（ⅲ）ホテル 

 

 ホテル・マネジメント会社の経験と実績、信用力

等を考慮して投資対象を検討する。 

 

（ⅳ）シニア物件 

 

 本投資法人は、高齢者向けの居住施設又は宿泊施

設等のうち、シニア物件を投資対象として投資する

ものとする。 

 なお、高齢者向けの居住施設又は宿泊施設等のう

ち、老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号、その後

の改正を含む。以下「老人福祉法」という。）上の

老人デイサービスセンター、老人短期入所設備、養

護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホー

ム、老人福祉センター及び老人介護支援センター等

の老人福祉施設、介護保険法（平成９年法律第 123

号、その後の改正を含む。）上の介護老人保健施設

及びいわゆるグループ・ホーム、公営住宅法（昭和

26 年法律第 193 号、その後の改正を含む。）上のい

わゆるシルバー・ハウジング、高齢者の居住の安定

確保に関する法律（平成 13 年法律第 26 号、その後

の改正を含む。以下「高齢者居住法」という。）上

の高齢者向け優良賃貸住宅等があるが、本投資法人

はこれらについては、特に優良な投資対象であると

認められる場合を除き、原則として投資対象とはし
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 高齢者向けの居住施設又は宿泊施設等のうち原

則として有料老人ホーム及びシニア住宅のいずれ

かに該当する施設（シニア物件）への投資を行うこ

ととする。シニア物件の定義、特徴は以下のとおり

とする。 

 

種類 定義・特徴等 

有料老人ホーム 

有料老人ホームとは、老人福祉法

（昭和 38 年法律第 133 号、その

後の改正を含む。以下「老人福祉

法」という。）第 29 条に定義され

る有料老人ホームを指し、老人を

入居させ、入浴、排せつ若しくは

食事の介護、食事の提供又はその

他の日常生活上必要な便宜であ

って厚生労働省令で定めるもの

の供与をする事業を行う施設で

あって、同法上の老人福祉施設、

認知症対応型老人共同援助事業

を行う住居その他厚生労働省令

で定める施設でないものをいう。

有料老人ホームは､要介護状態と

なっている老人に対し介護サー

ビスを提供できることが特徴で

あり、設置に当たっては各都道府

県への届出が必要となり、その監

督下に置かれる。 

シニア住宅 

 

シニア住宅とは、高齢者の居住の

安定確保に関する法律（平成 13

年法律第 26 号、その後の改正を

含む。以下「高齢者居住法」とい

う。）上の高齢者居住支援センタ

ーとして国土交通大臣の指定を

受けている財団法人高齢者住宅

財団により「シニア住宅」として

認定を受けた施設を指す。本施設

の認定を受けるには、同財団が設

ける以下の基準を満たす必要が

ある。 

・高齢者の生活特性に配慮した仕

様・設備の採用 

・高齢者の日常の安心を確保する

ない。 

 シニア物件の運営に当たっては、かかる運営に実

績のあるオペレーターのノウハウを活用し、その効

率的な運営に努める。また、シニア物件の運営の公

共性、社会性に鑑み運営の安定性を向上させるた

め、シニア物件のオペレーターに一定期間の賃料不

払いや倒産その他の一定の事由が生じた場合に、こ

れに代わりシニア物件を賃借し、その運営に当たる

者としてバックアップオペレーターを設置するこ

とを原則としている（但し、オペレーターの実績・

財務体質・信用力によってはバックアップオペレー

ターを設置しない場合もある）。これらにより、居

住者にとってより安定したサービスを提供するも

のとする。 

 なお、シニア物件となる有料老人ホーム及びシニ

ア住宅の定義、特徴は以下のとおりである。 

種類 定義・特徴等 

有料老人ホーム

有料老人ホームとは、老人福祉

法第29条に定義される有料老人

ホームを指し、老人を入居させ、

入浴、排せつ若しくは食事の介

護、食事の提供又はその他の日

常生活上必要な便宜であって厚

生労働省令で定めるものの供与

をする事業を行う施設であっ

て、同法上の老人福祉施設、認

知症対応型老人共同援助事業を

行う住居その他厚生労働省令で

定める施設でないものをいう。

有料老人ホームは､要介護状態

となっている老人に対し介護サ

ービスを提供できることが特徴

であり、設置に当たっては各都

道府県への届出が必要となり、

その監督下に置かれる。 
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サービスの提供 

・高齢者に配慮した家賃等の支払

い方式の採用 

 

 なお、高齢者向けの居住施設又は宿泊施設等とし

ては、上記のほかに、老人福祉法上の老人デイサー

ビスセンター、老人短期入所設備、養護老人ホーム、

特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、老人福祉セ

ンター及び老人介護支援センター等の老人福祉施

設、介護保険法（平成９年法律第 123 号、その後の

改正を含む。）上の介護老人保健施設及びいわゆる

グループ・ホーム、公営住宅法（昭和 26 年法律第

193 号、その後の改正を含む。）上のいわゆるシル

バー・ハウジング、高齢者居住法上の高齢者向け優

良賃貸住宅等があるが、これらについては、特に優

良な投資対象であると認められる場合を除き、原則

として投資対象とはしないものとする。 

 

b. シニア物件の管理方針 

 

 シニア物件の運営に当たっては、かかる運営に実

績のあるオペレーターのノウハウを活用し、その効

率的な運営に努める。また、シニア物件の運営の公

共性、社会性に鑑み運営の安定性を向上させるた

め、シニア物件のオペレーターに一定期間の賃料不

払いや倒産その他の一定の事由が生じた場合にこ

れに代わりシニア物件を賃借し、その運営に当たる

者としてバックアップオペレーターを設置するこ

とを原則とする。これらにより、居住者にとってよ

り安定したサービスを提供するものとする。 

 

 

 

 

シニア住宅 

シニア住宅とは、高齢者居住法

上の高齢者居住支援センターと

して国土交通大臣の指定を受け

ている財団法人高齢者住宅財団

により「シニア住宅」として認

定を受けた施設を指す。本施設

の認定を受けるには、同財団が

設ける以下の基準を満たす必要

がある。 

・高齢者の生活特性に配慮した

仕様・設備の採用 

・高齢者の日常の安心を確保す

るサービスの提供 

・高齢者に配慮した家賃等の支

払い方式の採用 
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

D. 用途別投資比率 

 

 上記の観点から、本投資法人は、着実な運用資産の

成長と安定した収益の確保に最適と考える運用資産

の用途別割合につき、以下の表に記載の投資比率を目

処として資産運用を行うものとする。 

 なお、着実な成長と安定した収益の確保に資すると

同時に、ポートフォリオ構築上必要な運用資産を取得

する場合には、その過程において一時的に以下の表の

比率から乖離する場合がある。 

 

＜用途別投資比率＞ 

不動産関連資産の用途 
組入比率 

（取得価格ベース）

オフィスビル （O） 70％未満 

住居用不動産 （R） 70％未満 

その他の用途物件 

（商業施設、ホテル、シニア

物件等） （T） 

30％未満 

 

 

 

 

（ⅴ）時間貸し駐車場 

 

 駐車場管理会社の経験と実績、信用力等を考慮し

て投資対象を検討する。また、路面の接地状況、看

板の設置状況、地域特性、最寄駅からの距離等を総

合的に考慮した上で駐車場としての立地条件の優

れたものとする。 

 なお、時間貸し駐車場を取得対象とする主な理由

は以下の通りである。すなわち、交通規制の強化、

違法駐車の取締りの強化などにより、時間貸し駐車

場のニーズは底堅く、一定の収益が期待できる。ま

た、一部の大規模駐車場を除き、物件規模が小さい

ことから、自己資金での取得が可能である。さらに、

駐車場設備はテナント負担であり、管理もテナント

が行うことから管理コストを低く設定できる。その

上、立地が繁華街の一角に多いことから転用も比較

的容易である。 

 

 

C. 用途別投資比率 

 

 上記の観点から、本投資法人は、着実な運用資産の

成長と安定した収益の確保に最適と考える運用資産

の用途別割合につき、以下の表に記載の投資比率を目

処として資産運用を行うものとする。 

 なお、着実な成長と安定した収益の確保に資すると

同時に、ポートフォリオ構築上必要な運用資産を取得

する場合には、その過程において一時的に以下の表の

比率から乖離する場合がある。 

 

＜用途別投資比率＞ 

不動産関連資産の用途 
組入比率 

（取得価格ベース） 

住居 （R） 50％以上 

その他の用途物件 

（オフィスビル、商業施設、

ホテル、シニア物件、時間貸

し駐車場等）（T） 

50％未満 
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）地域的分散投資 

 

 本投資法人の規約により、主として首都圏（東京都、

神奈川県、千葉県及び埼玉県をいう。）及び政令指定

都市をはじめとする全国の主要都市並びにそれらの

周辺地域をその投資対象地域とする（規約第 27 条第

３項）。また、特定地域における経済情勢の変動リス

クを回避し、特定地域への集中投資に伴う震災リスク

等を分散し、着実な運用資産の成長と安定した収益の

確保を図るため、各地域におけるパイプラインサポー

ト会社との協働を通じて、運用資産にかかる物件の所

在地域が分散されたポートフォリオの構築を目指す

ものとする。また、当社は、首都圏を中心として全国

各地に良質な不動産等を保有し、また、不動産運用に

かかる幅広いネットワークを有する協力会社との事

業協力契約に基づく協働を通じて、本投資法人の首都

圏における不動産等の取得機会の拡大を図るととも

に、上記パイプラインサポート会社との協働を通じた

地域的な分散投資を補完することを目指すものとす

る。 

 総生産額で見た場合、首都圏以外の地域において

も、相当程度の経済規模があるということができ、首

都圏以外の地域に分散投資を行う意義が認められる

と考えられるので、運用資産における不動産関連資産

の投資地域の割合につき、以下の表に記載の比率を目

処として資産運用を行うこととする。なお、着実な成

長と中長期的な安定収益の確保に資すると同時に、ポ

ートフォリオ構築上必要な不動産関連資産を取得す

(ハ）住居賃料帯別の投資姿勢 

 

 住居は、一般に賃貸需要及び賃料相場は比較的安定

しているが、高額賃料帯（ハイクラス）の物件に関し

ては需要者層が限られ、賃料の上昇幅も大きい一方、

不況時の下落幅も大きく、経済情勢の変動の影響を受

け易いという特徴を有している。 

 このため、景気の変動を受けにくく需要の底堅い月

額平均賃料 20 万円未満（スタンダード）の物件に重

点的に投資し、住居の持つ特徴である安定性を追及す

るとともに、立地・グレードに優れた高額物件も組み

入れることによって、収益性も意識した投資を行うこ

ととする。 

 

（ニ）地域的分散投資 

 

 本投資法人の投資対象地域は、主として首都圏（東

京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県をいう。）及び政

令指定都市とするが、投資機会を柔軟に追求すること

を可能とするため、全国の主要都市並びにそれらの周

辺地域を含むものとする。また、特定地域における経

済情勢の変動リスクを回避し、特定地域への集中投資

に伴う震災リスク等を分散し、着実な運用資産の成長

と中長期的に安定した収益の確保を図るため、各地域

におけるパイプラインサポート会社との協働を通じ

て、運用資産にかかる物件の所在地域が分散されたポ

ートフォリオの構築を目指すものとする。また、当社

は、首都圏を中心として全国各地に良質な不動産等を

保有し、また、不動産運用にかかる幅広いネットワー

クを有する協力会社との事業協力契約に基づく協働

を通じて、本投資法人の首都圏における不動産等の取

得機会の拡大を図るとともに、上記パイプラインサポ

ート会社との協働を通じた地域的な分散投資を補完

することを目指すものとする。 

 上記の観点から、運用資産における不動産関連資産

の投資地域の割合につき、以下の表に記載の投資比率

を目処として資産運用を行うこととする。着実な成長

と中長期的な安定収益の確保に資すると同時に、ポー

トフォリオ構築上必要な不動産関連資産を取得する

場合には、その過程において一時的に以下の表の比率

から乖離することがある。 
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る場合には、その過程において一時的に以下の表の比

率から乖離することがある。 

 

＜地域区分別投資比率＞ 

エリア 具体的なエリア 
組入比率（取得

価格ベース） 

首都圏 
東京都、神奈川県、

千葉県及び埼玉県 
50%以上 

地方主要

都市部 

首都圏の周辺地域並

びに政令指定都市を

はじめとする全国の

主要都市及びこれら

の周辺地域 

50%未満 

１地域（注）当

たりの投資額：

25%以下 

（注）後記「③ 成長戦略（イ）外部成長 A.パイプラ

インサポート会社との協働 ＜地域毎のパイプライン

サポート会社＞（注１）」に規定する。 

 

③ 成長戦略 

 

 本投資法人は、中長期的な観点から着実な運用資産の成

長を目指すことを基本方針の一つとし、かかる方針を実現

するために、以下の成長戦略に基づき運用資産の規模の拡

大（外部成長）と、運用資産からの収益の拡大（内部成長）

を目指すものとする。 

 

（イ）外部成長 

 

A. パイプラインサポート会社との協働 

 

 物件の取得機会の拡大を図るため、下表に記載の各

地域において、それぞれ以下の不動産会社・ディベロ

ッパー各社（以下「パイプラインサポート会社」とい

う。）との間で「不動産等取得のサポート（情報提供）

に関する協定書」を締結する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜地域区分別投資比率＞ 

エリア 具体的なエリア 
組入比率（取得

価格ベース） 

首都圏 
東京都、神奈川県、

千葉県及び埼玉県 
70%以上 

地方主要

都市部 

首都圏の周辺地域並

びに政令指定都市を

はじめとする全国の

主要都市及びこれら

の周辺地域 

30%未満 

１地域（注）当

たりの投資額：

15%以下 

（注）後記「③ 成長戦略（イ）外部成長 A.パイプラ

インサポート会社との協働 ＜地域毎のパイプライン

サポート会社＞（注）」に規定する。 

 

③ 成長戦略 

 

 本投資法人は、中長期的な観点から着実な運用資産の成

長を目指すことを基本方針の一つとし、かかる方針を実現

するために、以下の成長戦略に基づき運用資産の規模の拡

大（外部成長）と、運用資産からの収益の拡大（内部成長）

を目指すものとする。 

 

（イ）外部成長 

 

A. パイプラインサポート会社との協働 

 

 物件の取得機会の拡大を図るため、下表に記載の各

地域において、それぞれ以下の不動産会社・ディベロ

ッパー各社（以下「パイプラインサポート会社」とい

う。）との間で「不動産等取得のサポート（情報提供）

に関する協定書」を締結する。 
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＜地域毎のパイプラインサポート会社＞ 

地域（注１） パイプラインサポート会社 

北海道地域 

株式会社ビッグ 

本社所在地：札幌市中央区 

代表者氏名：代表取締役 村上 幸三

設立：昭和 62 年１月 

上場の有無：非上場 

概要：札幌市内を中心に独自の不動産

管理システムを活用した不動産管理が

主力事業 

東北地域 

株式会社サンシティ 

本社所在地：東京都千代田区 （注２）

代表者氏名： 

代表取締役社長 小出 泰啓 

設立：平成４年２月 

上場の有無：東京証券取引所第一部上

場 

概要：東北・北関東を基盤に首都圏に

も販売網を構築している。分譲マンシ

ョン、賃貸マンション、商業施設等の

企画・開発・販売及び不動産流動化事

業が主力。 

株式会社ゼクス 

本社所在地：東京都千代田区 

代表者氏名：代表取締役 平山 啓行

設立：平成８年６月 

上場の有無：東京証券取引所第一部上

場 

概要：不動産コンサルティングを事業

の柱とし、高齢者向け住宅の運営にも

注力 首都圏及び

その他関東

地域 

日神不動産株式会社 

本社所在地：東京都新宿区 

代表者氏名： 

代表取締役会長兼社長神山 和郎 

設立：昭和 50 年３月 

上場の有無：東京証券取引所第一部上

場 

概要：東京・神奈川を中心としたマン

ション分譲事業とともに、管理・建設

等も展開 

＜地域毎のパイプラインサポート会社＞ 

地域（注） パイプラインサポート会社 

北海道地域

株式会社ビッグ 

本社所在地：札幌市中央区 

代表者氏名：代表取締役 村上 幸三

設立：昭和 62 年１月 

上場の有無：非上場 

概要：札幌市内を中心に独自の不動産

管理システムを活用した不動産管理が

主力事業 

東北地域 

株式会社サンシティ 

本社所在地：仙台市青葉区 

代表者氏名： 

代表取締役社長 小出 泰啓 

設立：平成４年２月 

上場の有無：東京証券取引所第一部上

場 

概要：東北・北関東を基盤に首都圏に

も販売網を構築している。分譲マンシ

ョン、賃貸マンション、商業施設等の

企画・開発・販売及び不動産流動化事

業が主力。 

株式会社ゼクス 

本社所在地：東京都港区 

代表者氏名：代表取締役 平山 啓行

設立：平成８年６月 

上場の有無：東京証券取引所第一部上

場 

概要：不動産コンサルティングを事業

の柱とし、高齢者向け住宅の運営にも

注力 首都圏及び

その他関東

地域 

日神不動産株式会社 

本社所在地：東京都新宿区 

代表者氏名： 

代表取締役会長兼社長神山 和郎 

設立：昭和 50 年３月 

上場の有無：東京証券取引所第一部上

場 

概要：東京・神奈川を中心としたマン

ション分譲事業とともに、管理・建設

等も展開 



 

 16

中部地域 

矢作建設工業株式会社 

本社所在地：名古屋市東区 

代表者氏名：取締役社長 山田 文男

設立：昭和 24 年５月 

上場の有無：東京証券取引所第一部上

場 

概要：愛知県内大手の総合建設会社。

民間建築工事に強みを持ち、全額出資

子会社の矢作地所株式会社、矢作葵ビ

ル株式会社等と連携して不動産開発に

も注力。 

北建設株式会社 

本社所在地：大阪府吹田市 

代表者氏名：代表取締役 北 靖久 

設立：昭和 39 年 11 月 

上場の有無：非上場 

概要：大阪市内北部にエリアを限定し

賃貸マンション事業を展開 

関西地域 株式会社創建 

本社所在地：大阪市淀川区 

代表者氏名：代表取締役 吉村 孝文

設立：昭和 61 年９月 

上場の有無：非上場 

概要：関西地区を中心として、戸建分

譲を主体に、マンション開発・分譲事

業・賃貸事業も展開 

中国･四国 

地域 

穴吹興産株式会社 

本社所在地：香川県高松市 

代表者氏名： 

代表取締役社長 穴吹 忠嗣 

設立：昭和 39 年５月 

上場の有無：大阪証券取引所第一部上

場 

概要：中国・四国地域を中心とした分

譲マンション事業を核に、ホテルやゴ

ルフ場などの再生ビジネスにも注力 

九州地域 

株式会社ディックスクロキ 

本社所在地：福岡市中央区 

代表者氏名：代表取締役 板倉 雅明

設立：平成３年３月 

上場の有無：ジャスダック証券取引所

上場 

中部地域 

矢作建設工業株式会社 

本社所在地：名古屋市東区 

代表者氏名：取締役社長 山田 文男

設立：昭和 24 年５月 

上場の有無：東京証券取引所第一部上

場 

概要：愛知県内大手の総合建設会社。

民間建築工事に強みを持ち、全額出資

子会社の矢作地所株式会社、矢作葵ビ

ル株式会社等と連携して不動産開発に

も注力。 

北建設株式会社 

本社所在地：大阪府吹田市 

代表者氏名：代表取締役 北 靖久 

設立：昭和 39 年 11 月 

上場の有無：非上場 

概要：大阪市内北部にエリアを限定し

賃貸マンション事業を展開 

関西地域 株式会社創建 

本社所在地：大阪市中央区 

代表者氏名：代表取締役 吉村 孝文

設立：昭和 61 年９月 

上場の有無：非上場 

概要：関西地区を中心として、戸建分

譲を主体に、マンション開発・分譲事

業・賃貸事業も展開 

中国･四国 

地域 

穴吹興産株式会社 

本社所在地：香川県高松市 

代表者氏名： 

代表取締役社長 穴吹 忠嗣 

設立：昭和 39 年５月 

上場の有無：大阪証券取引所第一部上

場 

概要：中国・四国地域を中心とした分

譲マンション事業を核に、ホテルやゴ

ルフ場などの再生ビジネスにも注力 

（注）本書において「北海道地域」とは北海道を、「東

北地域」とは東北地方６県を、「首都圏地域」とは東京

都、神奈川県、千葉県及び埼玉県を、「その他関東地域」

とは茨城県、群馬県、栃木県及び山梨県を、「中部地域」

とは中部地方９県を、「関西地域」とは近畿地方２府４

県を、「中国・四国地域」とは中国地方５県及び四国地
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概要：福岡市を中心にマンション等賃

貸不動産の企画・開発・販売及び管理

運営を展開 

（注１）本書において「北海道地域」とは北海道を、「東

北地域」とは東北地方６県を、「首都圏地域」とは東京

都、神奈川県、千葉県及び埼玉県を、「その他関東地域」

とは茨城県、群馬県、栃木県及び山梨県を、「中部地域」

とは中部地方９県を、「関西地域」とは近畿地方２府４

県を、「中国・四国地域」とは中国地方５県及び四国地

方４県を、「九州地域」とは九州地方８県を、それぞれ

指すものとし、また、これらの各地域を「地域」又は「投

資対象地域」ということがある。以下同じ。 

（注２）同社は平成 20 年５月、本社所在地を宮城県仙

台市から東京都千代田区へ移したが、事業の基盤を仙台

市を中心とする東北地域に置く方針に変更はないため、

引き続き東北地域のパイプラインサポート会社として

位置付ける。 

 

 各パイプラインサポート会社は、「不動産等取得の

サポート（情報提供）に関する協定書」に基づき、大

要以下に掲げる役務を本投資法人に提供するものと

されているので、本投資法人は全国各地域において不

動産の開発、販売又は仲介において実績を有し、安定

した取引基盤を有する各パイプラインサポート会社

を通じて、本投資法人の投資基準に合致した不動産に

関する情報を幅広く取得する機会の確保を図ってい

る。 

 

（情報提供サービス） 

 各パイプラインサポート会社は、本ガイドラインに

規定される投資方針及び投資基準に合致する不動産

等について自ら売却しようとする場合や、第三者によ

る売却に自らが関与し得る場合、実務的に情報提供が

困難な場合を除き、当社に対して優先的に情報提供を

行う。当社がその情報を受領した後 7営業日以内に購

入の希望をパイプラインサポート会社に通知した場

合は、①かかる情報が、パイプラインサポート会社が

保有する不動産等に関する不動産売却情報である場

合、パイプラインサポート会社は当該不動産等の売買

の条件について誠実に協議し、また、②かかる情報が

方４県を、それぞれ指すものとし、また、これらの各地

域を「地域」又は「投資対象地域」ということがある。

以下同じ。 

 

 各パイプラインサポート会社は、「不動産等取得の

サポート（情報提供）に関する協定書」に基づき、大

要以下に掲げる役務を本投資法人に提供するものと

されているので、本投資法人は全国各地域において不

動産の開発、販売又は仲介において実績を有し、安定

した取引基盤を有する各パイプラインサポート会社

を通じて、本投資法人の投資基準に合致した不動産に

関する情報を幅広く取得する機会の確保を図ってい

る。 

 

（情報提供サービス） 

 各パイプラインサポート会社は、本ガイドラインに

規定される投資方針及び投資基準に合致する不動産

等について自ら売却しようとする場合や、第三者によ

る売却に自らが関与し得る場合、実務的に情報提供が

困難な場合を除き、当社に対して優先的に情報提供を

行う。当社がその情報を受領した後７営業日以内に購

入の希望をパイプラインサポート会社に通知した場

合は、①かかる情報が、パイプラインサポート会社が

保有する不動産等に関する不動産売却情報である場

合、パイプラインサポート会社は当該不動産等の売買

の条件について誠実に協議し、また、②かかる情報が

第三者保有の不動産等である場合、パイプラインサポ

ート会社は本投資法人による当該不動産等の取得に

向けて、当該不動産等の売主との間で誠意をもって交

渉する。 

 

（マーケットリサーチサービス） 

 本投資法人及び当社に対し、国内及び一定の地区に

おける不動産市場の動向、不動産需要の現状及び将来

の動向、新規不動産供給の現状と将来の見通し並びに

テナント・ニーズ及び賃料相場などを中心とした不動

産市場にかかる情報について報告する。 
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第三者保有の不動産等である場合、パイプラインサポ

ート会社は本投資法人による当該不動産等の取得に

向けて、当該不動産等の売主との間で誠意をもって交

渉する。 

 

（マーケットリサーチサービス） 

 本投資法人及び当社に対し、国内及び一定の地区に

おける不動産市場の動向、不動産需要の現状及び将来

の動向、新規不動産供給の現状と将来の見通し並びに

テナント・ニーズ及び賃料相場などを中心とした不動

産市場にかかる情報について報告する。 

 

B. 協力会社との協働 

 

 協力会社は、事業協力契約に基づき、大要以下に掲

げる役務を当社に提供するものとされている。協力会

社である GE リアル・エステート株式会社は、全世界

に６兆円超の総資産を有する GE Real Estate（米国

GE 社の不動産ビジネス部門）のグループ会社であり、

国内における不動産ポートフォリオの運用を行って

いる。当社は、協力会社との住居用不動産にかかる優

先交渉権の付与を含む協力関係を積極的に活用し、本

投資法人のポートフォリオの拡大及びその質の向上

を目指すものとする。 

 

 

（人材確保に関する協力） 

 協力会社は、当社の独自性を尊重しつつ、自ら又は

第三者をして本投資法人に対して提供する不動産等

に関する資産運用業務の遂行に必要な不動産運営管

理のノウハウを承継、かつ、発展させるために、当社

に対して人材を出向させることにより、必要とされる

人材の確保に協力することとされている。 

 

（パイプラインサポート） 

 協力会社は、その保有する住居用不動産のうち、本

投資法人の投資基準に適合すると判断する、売却予定

価格 25 億円以上のものについて売却する意向がある

場合、第三者に先立ち当該不動産等に関する情報を当

社に提供し、当社が本投資法人による購入の申込みを

した場合、当該情報提供日（当該日を含まない。）か

ら起算して 30 日目までの間、当社と、優先交渉権に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B. 協力会社との協働 

 

 協力会社である日本 GE 株式会社（以下「日本 GE」

という。）は、事業協力契約に基づき、大要以下に掲

げる役務を当社に提供するものとされている。日本

GE のリアル・エステート部門は、GE Capital Real 

Estate（米国 GE 社の不動産ビジネス部門）の日本に

おけるプラットフォームと位置づけられており、国内

における不動産ポートフォリオの運用を行っている。

当社は、日本 GE との住居にかかる優先交渉権の付与

を含む協力関係を積極的に活用し、本投資法人のポー

トフォリオの拡大及びその質の向上を目指すものと

する。 

 

（人材確保に関する協力） 

 日本 GE は、当社の独自性を尊重しつつ、自ら又は

第三者をして本投資法人に対して提供する不動産等

に関する資産運用業務の遂行に必要な不動産運営管

理のノウハウを承継、かつ、発展させるために、当社

に対して人材を出向させることにより、必要とされる

人材の確保に協力することとされている。 

 

（パイプラインサポート） 

 日本 GE は、その保有する住居のうち、本投資法人

の投資基準に適合すると判断する、売却予定価格 25

億円以上のものについて売却する意向がある場合、第

三者に先立ち当該不動産等に関する情報を当社に提

供し、当社が本投資法人による購入申込みをした場

合、当該情報提供日（当該日を含まない。）から起算

して 30 日目までの間、当社と、優先交渉権に基づき、



 

 19

基づき、当該不動産等の売買に関する交渉を行うこと

とされている。 

 なお、事業協力契約の契約期間は１年間（自動更新

あり）で、協力会社、本投資法人又は当社が解散した

場合等には、当該事業協力契約は自動的に終了し、そ

の他、一定の場合には解除されるものとされている。

 

＜協力会社の概要＞ 

GE リアル・エステート株式会社 

本社所在地 ：東京都港区赤坂一丁目 12 番 32 号 

代表者氏名 ：代表取締役社長 吉田 奉行 

設立 ：平成 10 年４月７日 

上場の有無 ：非上場 

事業の概要 ：米国 GE 社の不動産ビジネス部門である

GE Real Estate（本社、米国コネチカット

州）の日本におけるグループ会社。同社は、

世界各地に拠点を持つ GE Real Estate と

協力し、グローバルなアセットマネジメン

トの支援体制や最先端の技術と、国や地域

ごとの深い専門性や知識とを組み合わせ

て、それぞれの不動産に見合ったソリュー

ションと戦略を考案し、不動産所有者や投

資家を対象に不動産の投資、購入、売却、

ポートフォリオ・マネジメント等の包括的

なサービスを提供するとともに、テナン

ト、入居者に対するサービスの向上を目指

しており、平成 20 年５月 27 日現在、日本

において約 160 棟のオフィスビル及び約

13,000 戸の住居用不動産を保有し、延べ

投融資実績は 6,600 億円を超えている。

 

 

 

（ロ）内部成長 

 

 本投資法人は以下の方針に基づく積極的かつ効率

的な運営管理により、運用資産からの収益の拡大を図

り、着実な内部成長を目指すものとする。 

 

A. 収入の維持・向上 

 

（記載省略） 

当該不動産等の売買に関する交渉を行うこととされ

ている。 

 なお、事業協力契約の契約期間は１年間（自動更新

あり）で、日本 GE、本投資法人又は当社が解散した

場合等には、当該事業協力契約は自動的に終了し、そ

の他、一定の場合には解除されるものとされている。

 

＜日本 GE の概要＞ 

日本 GE 株式会社 

本社所在地 ：東京都港区赤坂五丁目２番 20 号 

代表者氏名 ：代表取締役社長 吉田 奉行 

設立 ：平成 11 年９月１日 

上場の有無 ：非上場 

事業の概要 ：同社のリアル・エステート部門は、米

国 GE 社の不動産ビジネス部門である GE 

Capital Real Estate（本社、米国コネチ

カット州）の日本におけるプラットフォ

ームとして、世界各地に拠点を持つ GE 

Capital Real Estate と協力し、グロー

バルなアセットマネジメントの支援体制

や最先端の技術と、国や地域ごとの深い

専門性や知識とを組み合わせて、それぞ

れの不動産に見合ったソリューションと

戦略を考案し、不動産所有者や投資家を

対象に不動産の投資、購入、売却、ポー

トフォリオ・マネジメント等の包括的な

サービスを提供するとともに、テナント、

入居者に対するサービスの向上を目指し

ている。 

 

 

 

 

（ロ）内部成長 

 

 本投資法人は以下の方針に基づく積極的かつ効率

的な運営管理により、運用資産からの収益の拡大を図

り、着実な内部成長を目指すものとする。 

 

A. 収入の維持・向上 

 

（現行どおり） 
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B. 運営・管理コストの低減 

 

 本投資法人は、下記の施策により、運営・管理コス

トの低減を目指すものとする。 

 

（ⅰ）妥当な管理水準の検証を定期的に行うとともに、

維持費・管理費・各種業者への支払経費等について可能

な限り低減を図り、その収益の極大化を図る。管理水準

の見直しや費用の低減に当たっては、収入の維持・向上

に必要とされる水準とのバランスを勘案しながら行う

ものとする。 

 

（ⅱ）全国に分散した多数のプロパティ・マネジメント

会社からの報告事項等を効率的に管理することを目的

とするプロパティ・マネジメントシステムを活用し、取

得資産の運営・管理の効率化を図るものとする。 

 

C. プロパティ・マネジメント業務の効率的な運営 

 

 地域的分散投資を図るとの投資方針に従い全国に

分散した多数の取得資産のプロパティ・マネジメント

業務を効率的かつ経済的に行うため、各投資対象地域

毎にその地域に精通し、運営管理実績のある会社を選

定し、原則として当該会社に集中してプロパティ・マ

ネジメント業務を委託する方針とする。 

 プロパティ・マネジメント会社の選定に当たって

は、不動産運営管理の経験や能力、取得予定の資産に

おける実績、関係業者とのネットワーク、本投資法人

の視点に立った運営管理遂行の可否等を総合的に勘

案した上で決定するものとする。 

 当社は、首都圏地域等独自に十分な情報を収集でき

る地域を除き、各地域におけるプロパティ・マネジメ

ント会社の選定に関して、必要に応じて各地域のパイ

プラインサポート会社の協力を得る予定であり、これ

により、正確かつ適切な情報を収集するものとする。

 

（ハ）LCP グループからの情報提供等 

 

（記載省略） 

 

 

 

B. 運営・管理コストの低減 

 

 本投資法人は、下記の施策により、運営・管理コス

トの低減を目指すものとする。 

 

（ⅰ）妥当な管理水準の検証を定期的に行うとともに、

維持費・管理費・各種業者への支払経費等について可能

な限り低減を図り、その収益の極大化を図る。管理水準

の見直しや費用の低減に当たっては、収入の維持・向上

に必要とされる水準とのバランスを勘案しながら行う

ものとする。 

 

（ⅱ）プロパティ・マネジメント会社からの報告事項等

を効率的に管理することを目的とするプロパティ・マネ

ジメントシステムを活用し、取得資産の運営・管理の効

率化を図るものとする。 

 

C. プロパティ・マネジメント業務の効率的な運営 

 

 地域的分散投資を図るとの投資方針に従い、プロパ

ティ・マネジメント業務を効率的に行うため、各投資

対象地域に精通し、運営管理実績のある会社の選定を

実施する。 

 プロパティ・マネジメント会社の選定に当たって

は、不動産運営管理の経験や能力、取得予定の資産に

おける実績、関係業者とのネットワーク、本投資法人

の視点に立った運営管理遂行の可否等を総合的に勘

案した上で決定するものとする。 

 当社は、各地域におけるプロパティ・マネジメント

会社の選定に関しては、必要に応じて各地域のパイプ

ラインサポート会社の協力を得る予定であり、正確か

つ適切な情報を収集するものとする。 

 

 

 

 

（ハ）LCP グループからの情報提供等 

 

（現行どおり） 
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④ 投資態度 

 

 本投資法人は、特定不動産（本投資法人が取得する特定

資産のうち不動産、不動産の賃借権、地上権又は不動産、

土地の賃借権若しくは地上権を信託する信託の受益権をい

う。）の価額の合計額が本投資法人の有する特定資産の価額

の合計額に占める割合を100分の75以上とするよう資産運

用を行うものとする（規約第 27 条第５項）。 

 

⑤ 運用方針 

 

 当社は、上記の基本方針、ポートフォリオ構築方針及び

投資態度に基づき、着実な運用資産の成長と安定した収益

の確保を目指し、以下の運用方針により、本投資法人の資

産の運用を行うものとする。 

 

 

（イ）取得基準 

 

 本投資法人の投資対象となる不動産関連資産に投

資を行う場合、以下の取得基準により投資を行うこと

とする。 

 

A. 規模 

 

（オフィスビル・その他（シニア物件以外）） 

 規模及び投資価値等を勘案して物件毎に取得を決

定する。 

 

（住居用不動産・その他（シニア物件）） 

 原則として、１物件当たりの投資規模は建物の専有

延床面積 500 ㎡以上を基準とする。但し、区分所有物

件については基準を設けないものとする。 

 

B. 投資金額 

 

（記載省略） 

 

C. 設備施設 

 

（オフィスビル・その他（シニア物件以外）） 

 貸付床の形状、間取り、分割対応、天井高、電気容

④ 投資態度 

 

 本投資法人は、特定不動産（本投資法人が取得する特定

資産のうち不動産、不動産の賃借権、地上権又は不動産、

土地の賃借権若しくは地上権を信託する信託の受益権をい

う。）の価額の合計額が本投資法人の有する特定資産の価額

の合計額に占める割合を100分の75以上とするよう資産運

用を行うものとする。 

 

⑤ 運用方針 

 

 当社は、上記の基本方針、ポートフォリオ構築方針及び

投資態度に基づき、着実な運用資産の成長と安定した収益

の確保を通して投資主価値の極大化を目指し、以下の運用

方針により、本投資法人の資産の運用を行うものとする。

 

（イ）取得基準 

 

 本投資法人の投資対象となる不動産関連資産に投

資を行う場合、以下の取得基準により投資を行うこと

とする。 

 

A. 規模 

 

（住居及びシニア物件） 

 原則として、１物件当たりの投資規模は建物の専有

延床面積 500 ㎡以上を基準とする。但し、区分所有物

件については基準を設けないものとする。 

 

（オフィスビル・その他（住居及びシニア物件以外））

 規模及び投資価値等を勘案して物件毎に取得を決

定する。 

 

 

B. 投資金額 

 

（現行どおり） 

 

C. 設備施設 

 

（住居及びシニア物件） 

戸数、間取り、内装、天井高、防犯設備、空調設備、
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量、空調方式、床荷重、照度、OA フロア、防犯設備、

放送受信設備、給排水設備、昇降機設備、駐車場、駐

輪場、その他共用設備等の状況に関し、一定以上のス

ペックを標準とし、地域性又は取得後における変更の

可能性等を総合的に考慮した上で物件毎に判断する。

 

（住居用不動産・その他（シニア物件）） 

 戸数、間取り、内装、天井高、防犯設備、空調設備、

放送受信設備、インターネット設備、給排水設備、昇

降機設備、駐車場、駐輪場、エントランス仕様、その

他共用設備等の仕様に関し、一定以上のスペックを標

準とし、地域性あるいは取得後における変更の可能性

等を総合的に考慮した上で物件毎に判断する。 

 

D.～H. 

（記載省略） 

 

I. 権利関係 

 

（ⅰ）共有の場合 

 

（記載省略） 

 

（ⅱ）区分所有の場合 

 

a. 処分の自由度を確保するため、区分所有者間特約

等による区分所有者間での優先買取権、譲渡の制限

等の制約条件の有無やその内容を確認する。 

b. 収益の安定性を確保するため、管理組合の運営状

況（積立金、負債比率、付保状況等）を確認し、必

要に応じ独自の手当て（本投資法人内の積立金増

額、管理組合とは別途の共用部付保や敷地権の登記

の具備を含むが、これらに限られないものとする。）

を講じるものとする。 

 また、区分所有権の住宅（一棟全体にかかる区分

所有権を全て保有する場合を除く。）については、

住居用不動産への投資額（注）のうち原則 33％を超

えないこととする。 

（注）投資額とは、既保有物件の取得価格累計及び取

得予定の区分所有物件の取得予定価格の合計額を

いう。 

 

放送受信設備、インターネット設備、給排水設備、昇

降機設備、駐車場、駐輪場、エントランス仕様、その

他共用設備等の仕様に関し、一定以上のスペックを標

準とし、地域性あるいは取得後における変更の可能性

等を総合的に考慮した上で物件毎に判断する。 

 

（オフィスビル・その他（住居及びシニア物件以外））

貸付床の形状、間取り、分割対応、天井高、電気容

量、空調方式、床荷重、照度、OA フロア、防犯設備、

放送受信設備、給排水設備、昇降機設備、駐車場、駐

輪場、その他共用設備等の状況に関し、一定以上のス

ペックを標準とし、地域性又は取得後における変更の

可能性等を総合的に考慮した上で物件毎に判断する。

 

D.～H. 

（現行どおり） 

 

I. 権利関係 

 

（ⅰ）共有の場合 

 

（現行どおり） 

 

（ⅱ）区分所有の場合 

 

a. 処分の自由度を確保するため、区分所有者間特約

等による区分所有者間での優先買取権、譲渡の制限

等の制約条件の有無やその内容を確認する。 

b. 収益の安定性を確保するため、管理組合の運営状

況（積立金、負債比率、付保状況等）を確認し、必

要に応じ独自の手当て（本投資法人内の積立金増

額、管理組合とは別途の共用部付保や敷地権の登記

の具備を含むが、これらに限られないものとする。）

を講じるものとする。 

 また、区分所有権の住宅（一棟全体にかかる区分

所有権を全て保有する場合を除く。）については、

住居への投資額（注）のうち原則 33％を超えないこ

ととする。 

（注）投資額とは、既保有物件の取得価格累計及び取

得予定の区分所有物件の取得予定価格の合計額を

いう。 
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(ⅲ)借地の場合 

 

a. 借地を投資対象とする場合には、原則として、旧

借地法（大正 10 年法律第 49 号、その後の改正を含

む。）又は借地借家法上の借地権を対象とする。 

b. 借地上の建物に投資する場合には、原則として、

借地上の建物の所有権登記によって当該借地権に

かかる第三者対抗要件を具備し、又は、借地権につ

いて仮登記を経る等の順位保全策をとること等を

慎重に検討し、それが確認された場合にのみ投資の

対象とする。但し、借地の地権者又は転貸人（転借

地上の建物に投資する場合）の了解が得られない場

合において、地権者及び転貸人の属性等から判断し

てリスクが許容範囲内にあると判断できるときに

は、借地権について第三者対抗要件又は仮登記等を

経ずに、他の保全策を講じた上で投資の対象とする

ことがある。 

c. 底地権者や借地権者の属性については、慎重に考

慮し、地代の改定、借地契約更新時の更新料、建替

え時の承諾料又は売却の際の承諾料等が収益性に

与える影響を考慮の上判断する。 

 

 

(ⅳ)担保権・用益権の場合 

 

（記載省略） 

 

（ロ）投資不動産のデュー・ディリジェンス 

 

 当社は、投資物件の取得に当たっては、公正かつ調

査能力・経験のある専門の第三者による、不動産鑑定

評価書（価格調査書を含む。）、建物状況調査報告書に

よる分析評価を行うとともに、以下の項目についての

経済的、物理的及び法的調査を行った上で総合的に判

断する。 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅲ)借地の場合 

 

a. 借地を投資対象とする場合には、原則として、旧

借地法（大正 10 年法律第 49 号、その後の改正を含

む。）又は借地借家法（平成３年法律第 90 号、その

後の改正を含む。）上の借地権を対象とする。 

b. 借地上の建物に投資する場合には、原則として、

借地上の建物の所有権登記によって当該借地権に

かかる第三者対抗要件を具備し、又は、借地権につ

いて仮登記を経る等の順位保全策をとること等を

慎重に検討し、それが確認された場合にのみ投資の

対象とする。但し、借地の地権者又は転貸人（転借

地上の建物に投資する場合）の了解が得られない場

合において、地権者及び転貸人の属性等から判断し

てリスクが許容範囲内にあると判断できるときに

は、借地権について第三者対抗要件又は仮登記等を

経ずに、他の保全策を講じた上で投資の対象とする

ことがある。 

c. 底地権者や借地権者の属性については、慎重に考

慮し、地代の改定、借地契約更新時の更新料、建替

え時の承諾料又は売却の際の承諾料等が収益性に

与える影響を考慮の上判断する。 

 

(ⅳ)担保権・用益権の場合 

 

（現行どおり） 

 

（ロ）投資不動産のデュー・ディリジェンス 

 

 当社は、投資物件の取得に当たっては、公正かつ調

査能力・経験のある専門の第三者による、不動産鑑定

評価書（価格調査書を含む。）、建物状況調査報告書に

よる分析評価を行うとともに、以下の項目についての

経済的、物理的及び法的調査を行った上で総合的に判

断する。 
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A. 運用不動産等の経済的調査、物理的調査及び法的調

査等の詳細な調査を実施する。 

評価項目 調査事項 

テナント調査 

＜法人の場合＞ 

テナントの業種、業歴、規模、

上場／非上場の別、財務状

況、株価動向、格付等 

＜個人の場合＞ 

① テナントの職業、年齢、

世帯状況、所得水準、資産状

況等 

② テナントの数、利用目

的、賃料収納状況等 

③ 賃貸借期間、過去の稼働

率、賃料推移及び将来の見通

し 

④ テナントの占有割合、分

布割合等 

市場調査 

市場賃料、稼働率、商圏分析、

競合物件・テナント需給動向

等 

経済的調査 

収益関係 

① テナント誘致・処分性等

の競争力調査 

② 賃料水準、賃貸借契約内

容及び更新の可能性 

③ 適正費用水準の調査、将

来予想される費用負担の可

能性 

④ 修繕計画との比較にお

ける実際の資金積立状況 

物理的調査 
立地要因 

① 街路の状況、鉄道等主要

交通機関からの利便性、主要

交通機関の乗降客数 

② 利便施設、経済施設、官

公署、教育施設、娯楽施設の

配置及び近接性 

③ 周辺土地の利用状況並

びに将来の動向 

④ 日照、眺望、景観、騒音

等の状況 

⑤ 地域の知名度、評判、規

模等の状況 

⑥ 都市計画及び地域計画

⑦ 前面道路の幅員、開口と

奥行の形状と広さ 

A. 運用不動産等の経済的調査、物理的調査及び法的調

査等の詳細な調査を実施する。 

 評価項目 調査事項 

テナント調査

＜法人の場合＞ 

テナントの業種、業歴、規

模、上場／非上場の別、財

務状況、株価動向、格付等

＜個人の場合＞ 

① テナントの職業、年齢、

世帯状況、所得水準、資産

状況等 

② テナントの数、利用目

的、賃料収納状況等 

③ 賃貸借期間、過去の稼

働率、賃料推移及び将来の

見通し 

④ テナントの占有割合、分

布割合等 

市場調査 

市場賃料、稼働率、商圏分

析、競合物件・テナント需

給動向等 

経済的調査

収益関係 

① テナント誘致・処分性

等の競争力調査 

② 賃料水準、賃貸借契約

内容及び更新の可能性 

③ 適正費用水準の調査、

将来予想される費用負担の

可能性 

④ 修繕計画との比較にお

ける実際の資金積立状況 

物理的調査
立地要因 

① 街路の状況、鉄道等主

要交通機関からの利便性、

主要交通機関の乗降客数 

② 利便施設、経済施設、

官公署、教育施設、娯楽施

設の配置及び近接性 

③ 周辺土地の利用状況並

びに将来の動向 

④ 日照、眺望、景観、騒

音等の状況 

⑤ 地域の知名度、評判、規

模等の状況 

⑥ 都市計画及び地域計画

⑦ 前面道路の幅員、開口

と奥行の形状と広さ 
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建築・設備・

仕様概要 

＜各用途共通＞ 

① 意匠、主要構造、築年数、

設計・施工業者等 

② 内外装の部材のグレー

ド 

＜オフィスビル・その他（シ

ニア物件以外）＞ 

貸付床の形状、間取り、分割

対応、天井高、電気容量、空

調方式、床荷重、照度、OA フ

ロア、防犯設備、放送受信設

備、給排水設備、昇降機設備、

駐車場、駐輪場、その他共用

設備等の状況に関し、一定以

上のスペックを標準とし、地

域性又は取得後における変

更の可能性等 

＜住居用不動産・その他（シ

ニア物件）＞ 

戸数、間取り、内装、天井高、

防犯設備、空調設備、放送受

信設備、インターネット設

備、給排水設備、昇降機設備、

駐車場、駐輪場、エントラン

ス仕様、その他共用設備等の

仕様に関し、一定以上のスペ

ックを標準とし、地域性又は

取得後における変更の可能

性等 

耐震性能診断

（注） 

① 新耐震基準又はそれと

同水準以上の性能の確保 

② 地震リスク分析及び耐

震診断実施 

建物・管理 

診断（注） 

① 関係法規（消防法（昭和

22 年法律第 186 号、その後の

改正を含む。）、都市計画法

（昭和 43 年法律 100 号、そ

の後の改正を含む。）その他

建築法規）の遵守状況等 

② 建物状況報告書におけ

る将来（12 年程度）の修繕費

見込み 

③ 管理状況の良否、管理規

約の有無･内容、管理会社の

質と信用力 

環境・土壌等 

① アスベスト･フロン・PCB

等の有害物質の使用・管理状

況 

② 地質状況、土地利用履

歴、土壌汚染状況等 

建築・設備・

仕様概要 

＜各用途共通＞ 

① 意匠、主要構造、築年

数、設計・施工業者等 

② 内外装の部材のグレー

ド 

＜住居及びシニア物件＞ 

戸数、間取り、内装、天井

高、防犯設備、空調設備、

放送受信設備、インターネ

ット設備、給排水設備、昇

降機設備、駐車場、駐輪場、

エントランス仕様、その他

共用設備等の仕様に関し、

一定以上のスペックを標準

とし、地域性又は取得後に

おける変更の可能性等 

＜オフィスビル・その他（住

居及びシニア物件以外）＞

貸付床の形状、間取り、分

割対応、天井高、電気容量、

空調方式、床荷重、照度、

OA フロア、防犯設備、放送

受信設備、給排水設備、昇

降機設備、駐車場、駐輪場、

その他共用設備等の状況に

関し、一定以上のスペック

を標準とし、地域性又は取

得後における変更の可能性

等 

耐震性能診断

（注） 

① 新耐震基準又はそれと

同水準以上の性能の確保 

② 地震リスク分析及び耐

震診断実施 

建物・管理 

診断（注） 

① 関係法規（消防法（昭

和 22 年法律第 186 号、その

後の改正を含む。）、都市計

画法（昭和43年法律100号、

その後の改正を含む。）その

他建築法規）の遵守状況等

② 建物状況報告書におけ

る将来（12 年程度）の修繕

費見込み 

③ 管理状況の良否、管理

規約の有無･内容、管理会社

の質と信用力 

環境・土壌等

① アスベスト･フロン・

PCB 等の有害物質の使用・

管理状況 

② 地質状況、土地利用履

歴、土壌汚染状況等 
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権利関係への

対応 

前所有者等の権利の確実性

を検討する。特に共有・区分

所有・借地物件等、本投資法

人が所有権を有しないか又

は単独で所有権を有しない

等権利関係が複雑な物件に

ついて、以下の点を含めその

権利関係について慎重に検

討するものとする。 

① 借地権に関する対抗要

件具備の有無及び借地権に

優先する他の権利の有無 

② 敷地権登記の有無、建物

と敷地権の分離処分の制限

及びその登記の有無、持分割

合の状況 

③ 敷金保全措置、長期修繕

計画に基づく積立金の方

針・措置 

④ 共有物不分割特約及び

その登記の有無、共有物分割

請求及び共有持分売却等に

関する適切な措置の有無並

びに共有者間における債権

債務関係 

⑤ 区分所有の区分性 

⑥ 本投資法人による取得

前に設定された担保の設定

状況や契約の内容とその承

継の有無 

⑦ 借地権設定者、区分所有

者及び共有者等と締結され

た規約・特約等の内容 

⑧ 借地権設定者、区分所有

者及び共有者等の法人・個人

の別等の属性 

⑨ 信託受益権については

信託契約の内容 

テナント属性 

① テナントの使用目的及

び契約形態 

② テナントとの紛争の有

無 

法的調査 

境界調査 
境界確認の状況、越境物の有

無とその状況 

（注）物件を取得するに当たり、独立した第三者である専

門家に、構造計算書を含む耐震構造に問題がないことにつ

いての確認の調査を委託し、建築基準法で定める耐震性能

についての確認を行う。 

 

B. 個別の不動産等の調査・投資適格性の判断に関して

は、デュー・ディリジェンスにおける調査レベルの均

一化を図るとともに、取引に当たって留意すべき事項

権利関係への

対応 

前所有者等の権利の確実性

を検討する。特に共有・区

分所有・借地物件等、本投

資法人が所有権を有しない

か又は単独で所有権を有し

ない等権利関係が複雑な物

件について、以下の点を含

めその権利関係について慎

重に検討するものとする。

① 借地権に関する対抗要

件具備の有無及び借地権に

優先する他の権利の有無 

② 敷地権登記の有無、建

物と敷地権の分離処分の制

限及びその登記の有無、持

分割合の状況 

③ 敷金保全措置、長期修

繕計画に基づく積立金の方

針・措置 

④ 共有物不分割特約及び

その登記の有無、共有物分

割請求及び共有持分売却等

に関する適切な措置の有無

並びに共有者間における債

権債務関係 

⑤ 区分所有の区分性 

⑥ 本投資法人による取得

前に設定された担保の設定

状況や契約の内容とその承

継の有無 

⑦ 借地権設定者、区分所

有者及び共有者等と締結さ

れた規約・特約等の内容 

⑧ 借地権設定者、区分所

有者及び共有者等の法人・

個人の別等の属性 

⑨ 信託受益権については

信託契約の内容 

テナント属性

① テナントの使用目的及

び契約形態 

② テナントとの紛争の有

無 

法的調査 

境界調査 
境界確認の状況、越境物の

有無とその状況 

（注）物件を取得するに当たり、独立した第三者である専

門家に、構造計算書を含む耐震構造に問題がないことにつ

いての確認の調査を委託し、建築基準法で定める耐震性能

についての確認を行う。 

 

B. 個別の不動産等の調査・投資適格性の判断に関して

は、デュー・ディリジェンスにおける調査レベルの均

一化を図るとともに、取引に当たって留意すべき事項



 

 27

を十分に調査、認識した上で投資適格性を判断する。

 

C. 専門性・客観性・透明性の観点から、建物調査（地

震 PML 値を含む。）、環境調査、マーケット調査、鑑定

評価については、利害関係を有しない独立した外部の

専門業者へ調査を委託する。 

 

（ハ） 

（記載省略） 

 

（ニ）物件の管理運営方針 

 

A.～D. 

（記載省略） 

 

E. テナント管理方針 

 

（ⅰ）テナント管理 

 

・プロパティ・マネジメント会社の協力の下、テナント

の要望等については迅速かつ誠実に対応する。 

・テナントへの入居指導・管理を行うことにより、物件

を常に良好な管理状態に保ち、テナントの満足度の向

上に努める。 

・安全対策には万全の対応をとることとし、物件によっ

ては、オートロック・防犯カメラの設置等を行う。 

 

 

 

（ⅱ）賃料回収保全策 

 

（記載省略） 

 

F. 建物管理方針 

 

（ⅰ）日常の建物管理 

 

（記載省略） 

 

（ⅱ）修繕計画 

 

（記載省略） 

を十分に調査、認識した上で投資適格性を判断する。

 

C. 専門性・客観性・透明性の観点から、建物調査（地

震 PML 値を含む。）、環境調査、マーケット調査、鑑定

評価については、利害関係を有しない独立した外部の

専門業者へ調査を委託する。 

 

（ハ） 

（現行どおり） 

 

（ニ）物件の管理運営方針 

 

A.～D. 

（現行どおり） 

 

E. テナント管理方針 

 

（ⅰ）テナント管理 

 

・プロパティ・マネジメント会社の協力の下、テナント

の要望・クレーム等については迅速かつ誠実に対応す

る。 

・テナントへのコミュニケーションを図り、感想や不満

を迅速・的確に把握し、かつ対応することにより、テ

ナントの満足度の向上に努める。 

・安全対策には万全の対応をとることとし、物件によっ

ては、オートロック・防犯カメラの設置等を行う。 

 

 

（ⅱ）賃料回収保全策 

 

（現行どおり） 

 

F. 建物管理方針 

 

（ⅰ）日常の建物管理 

 

（現行どおり） 

 

（ⅱ）修繕計画 

 

（現行どおり） 
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（新設） 

 

 

 

 

 

G. プロパティ・マネジメント会社（PM 会社）を通じ

た管理運営 

 

（ⅰ）プロパティ・マネジメント会社の利用 

 

 本投資法人は、地域的分散投資を図るとの投資方

針に従い全国に分散した多数の取得資産のプロパ

ティ・マネジメント業務を効率的かつ経済的に行う

ため、各投資対象地域毎にその地域に精通し、運営

管理実績のある会社を選定し、原則として当該会社

に集中してプロパティ・マネジメント業務を委託す

る方針とする。 

 

（ⅱ）プロパティ・マネジメント会社の選定基準 

 

 当社は、安定的な収益の確保を図るため、以下の

点を考慮し、プロパティ・マネジメント会社を業務

委託先として選定する。 

 

・不動産運営管理の経験・能力 

・取得予定の資産における実績 

・関係業者とのネットワーク 

・本投資法人の視点に立った運営管理遂行の可否 

・新規テナントの募集能力 

・組織体制 

・財務体質 

・当該物件所在地域の不動産市場に関する知識・経

験 

・当該不動産関連資産に関するレポーティング能力

・報酬及び手数料の水準 

 

 また、当社は、首都圏地域等独自に十分な情報を

収集できる地域を除き、各地域におけるプロパテ

ィ・マネジメント会社の選定に関して、正確かつ適

切な情報を収集するため、必要に応じて各地域のパ

 

（ⅲ）建物管理費用の低減 

 

 各項目別に建物管理費用を検証し、費用低減の余

地がある場合には、テナントへの影響等に留意しつ

つ費用の低減を図る。 

 

G. プロパティ・マネジメント会社（PM 会社）を通じ

た管理運営 

 

（ⅰ）プロパティ・マネジメント会社の利用 

 

 本投資法人は、地域的分散投資を図るとの投資方

針に従い、プロパティ・マネジメント業務を効率的

に行うため、各投資対象地域に精通し、運営管理実

績のある会社の選定を実施する。 

 

 

 

 

（ⅱ）プロパティ・マネジメント会社の選定基準 

 

 当社は、安定的な収益の確保を図るため、以下の

点を考慮し、プロパティ・マネジメント会社を業務

委託先として選定する。 

 

・不動産運営管理の経験・能力 

・取得予定の資産における実績 

・関係業者とのネットワーク 

・本投資法人の視点に立った運営管理遂行の可否 

・新規テナントの募集能力 

・組織体制 

・財務体質 

・当該物件所在地域の不動産市場に関する知識・経

験 

・当該不動産関連資産に関するレポーティング能力

・報酬及び手数料の水準 

 

 また、当社は、各地域におけるプロパティ・マネ

ジメント会社の選定に関しては、正確かつ適切な情

報を収集するため、必要に応じて各地域のパイプラ

インサポート会社の協力を得るものとする。 
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イプラインサポート会社の協力を得るものとする。

 

（ⅲ）物件の管理運営状況の把握 

 

（記載省略） 

 

（ⅳ）プロパティ・マネジメント会社の評価 

 

（記載省略） 

 

（ホ）付保の方針 

 

（記載省略） 

 

（ヘ）売却方針 

 

 本投資法人は、中長期的に安定した収益の確保と着

実な運用資産の成長を目指すことを運用の基本方針

とするが、当社による定期的なポートフォリオの見直

し等により、以下の A.ないし F.の各事項を考慮の上、

以下の a.ないし c.の場合に個別不動産の売却の検討

をすることがある。 

 

A. 中長期的な不動産市況 

B. 将来における収益予測 

C. 資産価値の上昇・下落の見通し 

D. 所在立地地域の将来性・安定性 

E. 劣化又は陳腐化に対応する資本的支出の見込み 

F. ポートフォリオの構成における重要性 

 

a. 戦略的重要性が失われた場合 

例）老朽化等により物件の収益性が低く、追加的な資

本支出によっても目標とする収益をあげる見込みが

ないと判断される場合 

b. 魅力的な購入価格を提示する投資家が現れた場合 

例）立地地域において、潜在価値を超える魅力的な価

格が提示される等強い購入意向が示された場合 

c. 戦略的に売却を行うことが本投資法人の収益に寄

与する場合 

例）空室率の改善・賃料のアップ・コストの改善等に

よりバリューアップが図れた場合 

 

 

 

（ⅲ）物件の管理運営状況の把握 

 

（現行どおり） 

 

（ⅳ）プロパティ・マネジメント会社の評価 

 

（現行どおり） 

 

（ホ）付保の方針 

 

（現行どおり） 

 

（ヘ）売却方針 

 

 本投資法人は、当社によるポートフォリオの見直し

等により、以下の A.ないし F.の各事項を考慮の上、

以下の a.ないし c.の場合に個別不動産の売却につい

て検討する。 

 

 

 

A. 中長期的な不動産市況 

B. 将来における収益予測 

C. 資産価値の上昇・下落の見通し 

D. 所在立地地域の将来性・安定性 

E. 劣化又は陳腐化に対応する資本的支出の見込み 

F. ポートフォリオの構成における重要性 

 

a. 戦略的重要性が失われた場合 

例）老朽化等により物件の収益性が低く、追加的な資

本支出によっても目標とする収益をあげる見込みが

ないと判断される場合 

b. 魅力的な購入価格を提示する投資家が現れた場合 

例）立地地域において、潜在価値を超える魅力的な価

格が提示される等強い購入意向が示された場合 

c. 戦略的に売却を行うことが本投資法人の収益に寄

与する場合 

例）空室率の改善・賃料のアップ・コストの改善等に

よりバリューアップが図れた場合 
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⑥ 財務方針 

 

（イ）基本方針 

 

 本投資法人は、運用資産の着実な成長並びに効率的

な運用及び運用の安定性に資するため、資産の取得、

修繕費又は分配金の支払い、本投資法人の運営に要す

る資金又は債務の返済（敷金・保証金並びに借入金及

び投資法人債（短期投資法人債を含む。以下同じ。）

の債務の返済を含む。）等の資金の手当てを目的とし

て、資金を借入れ（コール市場を通じる場合を含む。）

又は投資法人債を発行する。但し、借入金と投資法人

債をあわせた限度額は１兆円を超えないこととする。

 

（ロ）借入れを行う場合、借入先は金融商品取引法（昭和

23 年法律第 25 号、その後の改正を含み、以下、「金

商法」という。）に定める適格機関投資家（租税特別

措置法第 67 条の 15 に規定する機関投資家に限る。）

に限るものとする。また、借入先の選定に当たって

は、借入期間、金利、担保提供の要否、手数料等の

諸条件につき複数の金融機関と交渉し、その内容を

総合的に考慮してこれを選定する。リファイナンス

リスクを軽減するため、借入先の分散及び返済期限

の分散に努める。 

 

 

（ハ）～（ト） 

（記載省略） 

 

⑦ 開示方針 

 

（イ）資産運用については、投資家の視点に立った迅速、

正確かつ公平な情報開示に努める。 

 

（ロ）情報開示に関しては、投信法、金商法、東京証券取

引所、社団法人投資信託協会等が要請する内容及び

様式に従って、適切に開示を行う。また、財務情報

及び運用状況に関する情報のほか、本投資法人への

投資判断に際し有用と考えられる情報について、自

主的に開示を行う方針とする。 

 

 

⑥ 財務方針 

 

（イ）基本方針 

 

 本投資法人は、運用資産の効率的な運用及び運用の

安定性に資するため、資産の取得、修繕等又は分配金

の支払い、本投資法人の運営に要する資金、若しくは

債務の返済等の資金手当てを目的として、資金の借入

れ又は投資法人債（短期投資法人債を含む。以下同

じ。）の発行をすることができるものとする。但し、

借入金及び投資法人債発行の限度額は、それぞれ

5,000 億円を上限とし、かつ、その合計額が 5,000 億

円を超えないものとする。 

 

（ロ）借入れを行う場合、借入先は金融商品取引法（昭和

23 年法律第 25 号、その後の改正を含み、以下、「金

商法」という。）に定める適格機関投資家（租税特別

措置法（昭和 32 年法律第 26 号、その後の改正を含

む。）第 67 条の 15 に規定する機関投資家に限る。）

に限るものとする。また、借入先の選定に当たって

は、借入期間、金利、担保提供の要否、手数料等の

諸条件につき複数の金融機関と交渉し、その内容を

総合的に考慮してこれを選定する。リファイナンス

リスクを軽減するため、借入先の分散及び返済期限

の分散に努める。 

 

（ハ）～（ト） 

（現行どおり） 

 

⑦ 開示方針 

 

（イ）資産運用については、投資家の視点に立った迅速、

正確かつ公平な情報開示に努める。 

 

（ロ）情報開示に関しては、投資信託及び投資法人に関す

る法律（昭和 26 年法律第 198 号、その後の改正を含

む。）、金商法、東京証券取引所、社団法人投資信託

協会等が要請する内容及び様式に従って、適切に開

示を行う。また、財務情報及び運用状況に関する情

報のほか、本投資法人への投資判断に際し有用と考

えられる情報について、自主的に開示を行う方針と

する。 
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（ハ）利害関係人との取引の透明性を確保するために、利

害関係人等との間で行う取引に関して、プレスリリ

ース等により自主的にする開示を行う。 

 

第 ２ 章 その他 

 

① 改廃 

 

（記載省略） 

 

付  則 

 

この運用ガイドラインは、平成 17 年 10 月 28 日から実施す

る。 

 

平成 17 年 11 月 24 日改正 

平成 18 年４月 20 日改正 

平成 19 年３月 13 日改正 

平成 19 年４月 19 日改正 

平成 20 年１月 21 日改正 

平成 20 年８月８日改正 

以 上

 

 

（ハ）利害関係人との取引の透明性を確保するために、利

害関係人等との間で行う取引に関して、プレスリリ

ース等により自主的にする開示を行う。 

 

第 ２ 章 その他 

 

① 改廃 

 

（現行どおり） 

 

付  則 

 

この運用ガイドラインは、平成 17 年 10 月 28 日から実施す

る。 

 

平成 17 年 11 月 24 日改正 

平成 18 年４月 20 日改正 

平成 19 年３月 13 日改正 

平成 19 年４月 19 日改正 

平成 20 年１月 21 日改正 

平成 20 年８月８日改正 

平成 22 年２月 19 日改正 

以 上

 

 


